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１ ０ 時３ ０ 分～１ ２ 時０ ０ 分 

場所： 熊本県庁 本館５ 階 審議会室 
 
 １  開会・ 会長挨拶（ ３ 分程度）  

熊本県 上田商工労働部長 

 

２  事業責任者挨拶（ ３ 分程度）  

  熊本大学 小川学長 

 

 ３  委員紹介（ ５ 分程度）  

 

４  進捗報告（ ６ ０ 分程度） …資料１ -１ ～１ -４  

１ ） 事業概要 

２ ） 大学改革・ 人材育成部会 

３ ） く ま も と ３ Ｄ 連携コ ンソ ーシアム  

４ ） 研究開発・ プロ ジェ ク ト 推進部会  以下、 非公開 

 

５  令和６ 年度交付条件への対応方針（ １ ０ 分程度） …資料２  

 

６  今後の予定（ ３ 分程度） …資料３  

  

７  閉会 

 

 

資料一覧：  

 ・ 資料１ -１  事業概要説明資料 

 ・ 資料１ -２  大学改革・ 人材育成部会報告資料  

 ・ 資料１ -３  く ま も と ３ Ｄ 連携コ ンソ ーシアム報告資料  

 ・ 資料１ -４  研究開発・ プロ ジェ ク ト 推進部会報告資料 非公開 

 ・ 資料２    令和６ 年度交付条件への対応方針（ 案）  非公開 

 ・ 資料３    今後の予定 非公開 

  



○ 平成30年度: 富山県、岐阜県、島根県、広島県、徳島県、 高知県、北九州市

○ 令和元年度: 秋田県、神戸市

○ 令和４ 年度: 函館市

○ 令和５ 年度: 石川県、熊本県

○ 採択に当たっては、「地域における大学振興・

若者雇用創出事業評価委員会」において、

書面評価・現地評価・面接評価からなる

複層的な評価を実施

富山県
富山大学・ 富山県立大学

〔 創薬・ 製薬〕

島根県
島根大学

〔 特殊鋼〕

広島県
広島大学

〔 輸送用機械器具〕

秋田県
秋田大学/秋田県立大学

〔 輸送用機械・ 電機シス テム〕

北九州市
九州工業大学

〔 産業ロ ボッ ト 〕

岐阜県
東海国立大学機構

（ 岐阜大学、 名古屋大学）
〔 航空宇宙〕

徳島県
徳島大学

〔 光関連産業〕

高知県
高知大学・ 高知工科大学・

高知県立大学
〔 施設園芸農業〕

神戸市
神戸大学

〔 医療用機械器具〕

地方大学・地域産業創生交付金 事業概要

函館市
北海道大学

〔 海面養殖〕

事業概要・目的

産業界等

地方公共団体

大学等

地域における
大学振興・若者雇用創

出推進会議

採択状況

○ 「地方大学・産業創生法」に基づき、首⾧ のリーダーシップの下、デジタル技術等を活用し、
産業創生・若者雇用創出を中心とした地方創生と、地方創生に積極的な役割を果たすため
の組織的な大学改革に一体的に取り組む地方公共団体を重点的に支援

○ 地域産業創生の駆動力となり特定分野に圧倒的な強みを持つ地方大学づくりを進め、地域
における若者の修学・就業を促進

○ 1 0 年間の計画を総理大臣が認定し、原則５ 年間交付金により取組を支援

○ 国費支援額の目安は、５ 千万円～７ 億円 ※国費95億円（ R5年度予算)

熊本県
熊本大学

〔 半導体〕

石川県
金沢工業大学
〔 複合材料〕

※支援開始年度を記載

資料１ －１
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地域が目指す姿

• 三次元積層実装産業（ 中間工程） の確立で、設計や製造装置等関連産業にも新産業が創出。既に熊本に存在する「前工程・
製造装置製造産業」の優位性が活かされるだけでなく、三次元積層の設計分野でも国内トップとなる。

• 大学改革により、半導体分野において知見の深い人材を、恒常的に生み出すスキームを確立。地域企業（ 設計、製造装置製造
企業） へ専門人材を輩出し続ける。

• 半導体関連企業が集積している強みを生かし、産学が連携した「くまもと３ D連携コンソーシアム」を中心に新産業を創出。事業成果を
県内外のユーザー産業へ展開し、研究をビジネスに結び付けるエコシステムの形成を目指す。

設計
前工程
（ ファウンドリ）

中間工程
材料

ユーザー産業
・自動運転
・航空宇宙
・ロボット
・ライフサイエンス
・デジタルカメラ

等

後工程
新
産
業

三次元積層実装技術をコアとした半導体産業エコシステム

半導体製造装置製造 等

新産業が見込める分野の地域企業群

くまもと３ D連携コンソーシアム

新産業創出

新技術開発

研究技術・機器・人材

製造装置

参加

県・財団

新技術
の要望

卒業生

熊本大学

アドバイザー

半導体連携コーディネーター

半導体産学官連携
コーディネーター

技術・研究開発の提案
新技術の要望



熊本県知事（ 会⾧ ） 、熊本大学⾧ （ 事業責任者） 、 ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社、熊本

市、熊本高等専門学校、株式会社肥後銀行、株式会社熊本銀行、一般社団法人熊本県工業連合会、株式
会社三菱UFJリサーチ＆コンサルティング、学校法人赤山学園九州技術教育専門学校

会⾧ : 熊本県知事 木村 敬

【全体会議】
・各事業の進捗、予算の管理
・今後の方針に関する意見交換等

【幹事会】
・事業の計画策定、事業運営、進捗管理 （ PDCA）
・広報活動（ HP運用、シンポジウム誘致等）

・海外機関との連携

・その他全体調整に関すること など

【全体会議】事業責任者（ 座⾧ ） 、副事業責任者（ 副座⾧ ・青
柳卓越教授） 、幹事会代表者、各部会代表者及び中心研究
者、その他議題に応じて各部会から参加

【幹事会】事業責任者の指名する熊本県・熊本大学関係者

座⾧ ＝事業責任者: 熊本大学⾧ 小川久雄

事務局: 熊本大学

構成員

大学改革・人材育成部会

・トップレベル人材の招聘 ・クロスアポイントメント人材

・工学部・半導体デバイス工学課程の教育プログラム

情報融合学環・DS半導体コース ・RA制度、ジュニア研究員制度の導入

・高専からの編入拡大とダブルディグリープログラムの創設や県立技大からの編入制度

の創設 など

事務局: 熊大

熊本県半導体エコシステム形成産学官連携推進会議

代表者会議

開催頻度 年２ 回程度 構成員

・交付金申請計画の承認
・事業全体の進捗管理、意見交換等

開催頻度 全体会議: 年２ 回程度、幹事会: 週１ 回程度

構成員 開催頻度熊大・SCK・中小企業 ３ ～４ か月に１ 回

構成員 開催頻度熊大・SCK・中小企業 ３ ～４ か月に１ 回

研究開発・プロジェクト推進部会
事務局: 熊大・県

・各研究開発事業の実施（ ①三次元積層実装技術開発、②半導体回路設計技

術開発、③半導体前工程の深化）

・くまもと３ D連携コンソーシアムによる産業創出

・ユーザ企業と連携した新産業創出・関連企業の誘致（ 自動運転、ロボット 、航空

宇宙産業、AI・IoT等） など

くまもと３ D連携コンソーシアム

研究開発プロジェクトへの参画

事務局: 熊大・県

熊本県地方大学・地域産業創生交付金外部評価委員会

東京大学、九州経済産業局、日本銀行熊本支店、一般社団法人熊本県情報サービス産業協会開催頻度 年１ 回程度 構成員

事務局: 熊本県

熊本県・熊本大学の各主体による自己評価に基づく外部評価（ 事業全体に関する意見・提案含）

事務局: 熊本県



大学改革により大学が目指す姿

DS 半導体コース

DS 総合コース

(R5.4)半導体研究教育センターを再編

半導体・デジタル研究教育機構

工学部

情報融合学環 (R6.4 )

 トップ人材等の招聘による研究と事業化の加速
 地元企業と熊本大学の連携を推進する半導体産業連携コーディネー

ター、地域企業と国内外の企業・研究機関との連携体制を構築するア
ドバイザーを設置し、地域の半導体製造装置等の開発を推進

 三次元積層LSI チップから統合実装モジュールまで一貫して設計・試
作・評価を実施できる開発環境を整備

 学生のリサーチアシスタントシップやジュニア研究員としての雇用や、共同研
究型インターンシップによる実践的な研究を実施

 高専や技術短期大学校からの編入学者増(20名) ・連携教育プログラム
実施による教育資源の有効利用と多くの人材確保・育成

 大学院生が、半導体LSI 設計や三次元積層実装製造ラインを用いた実
習を東大や産総研といった他機関と連携し実施

三次元積層実装技術の研究拠点 半導体産業に貢献する人材育成

3年次編入
（ 連携教育プログラムを含む）

トップレベル人材

求める人材を踏まえ
カリキュラムを構築

地元企業

産業界

人材輩出

新産業
創出

連携

招聘

高専

熊本県立技術
短期大学校

連携

２ 年次編入

熊本大学

半導体デバイス工学課程(R6.4)

半導体連携
コーディネーター
アドバイザー

• 熊本大学イニシアティブ2030に基づき、政府・自治体の政策に呼応して支援を受けながら、大学が企業と一体となって半導体分野の研究教育を行う
仕組みを構築し、地域半導体産業の継続的な発展、更には半導体三次元積層実装技術における日本の研究と産業をリードする大学を目指す。

• 令和5( 2 0 23 )年4月に半導体・デジタル研究教育機構を設置し、半導体製造プロセス、LS I設計、先端分野に関する半導体の専門教員を増員
し、さらに製造プロセス、半導体材料分野のト ップレベル人材・クロアポ人材を雇用・配置する。また、学士課程で国内初の半導体専門コースを２ つ
設置( 令和6 (2 024 )年4月) し、国内で最も充実した半導体カリキュラムを作成、提供を目指す。

• 地域企業を入れた「くまもと3D連携コンソーシアム」を設立し、大学と企業と橋渡しするコーディネーター、アドバイザーを配置し、地域企業と熊本大
学等との連携を活発化して、地域の半導体産業を発展しつづけるための産学官連携のハブを目指す。

• 国で随一の半導体三次元積層実装研究拠点となることで、半導体研究者や企業と連携交流( 特に東京大学や産総研、国内外の先進的な半
導体企業等)を図り、共同研究や事業化を積極的に行うとともに、高度な研究者、技術者の育成を目指す。

• 院生のRA雇用や企業との一体的な研究教育により、実務レベルの知識と研究経験を持つ人材を育成し、203 2年には、申請時から2 倍の約14 0
名の輩出を目指す。

地域と世界に開かれ、共創を通じて社会に貢献する教育研究拠点



【研究開発事業: 三次元積層実装技術の開発背景】

1

• 従来の平面システムでは、微細化では解決できない配線容量、機能複合化などの構造上の課題がある。さらに、微細化には限界がある
だけでなく、設備投資が非常に高額であり、新規参入には高い障壁がある。

• 半導体チップを三次元積層接続すると配線数増加と最短化を達成でき、動作周波数の大幅低減による低消費電力化を実現できる。

• さらに三次元積層実装技術でメモリ・ロジック等の異なる機能をもつ半導体LSIチップを自由に組合せて活用する新しいアーキテクチャに
より、低消費電力化、高機能化、小型軽量化を同時に実現できる。

• メモリなど一部のLS Iで実用化されているが、ロジックLS I等の量産化には課題があり、産業化されていない。

センサ

メ モリ

アナログ

ロジック

平面システムの問題点 三次元積層実装システムの利点

• チップ間の接続距離が⾧ い（ 消費電力大） • チップ間の接続距離が短い（ 消費電力小）

• 少ない信号線のため、高速な信号伝達が必要（ 消費電力大） • 超並列バス（ データや信号を伝達する回路） の形成（ 消費電力小）

• チップを集積するほど配線が⾧ くなり、機能の複合化効率が低い
（ 集積効率低）

• チップの集積効果が高いアーキテクチャとなり、ムーアの法則の限界を超
える可能性（ 集積効率高）

• デカップリング（ ノイズ防止） キャパシタへの接続距離が⾧ い
（ 消費電力大、不要輻射の増大）

• デカップリングキャパシタへの接続距離が短い
（ 低消費電力化、不要輻射の低減化）

• 微細化により上記課題を解決するには、設備投資が高額（ 例: EUV露光装置
2 00～400億円） で、参入企業が限定的（ 設備コスト大・国外企業の寡占）

• 既存のレガシー設備を生かし、微細化技術と同等以上の高機能LS Iを
生産。国内企業の参入・技術導入が可能（ 設備コスト小・国産化）

平面システムと三次元積層実装LS I との特徴の差異

現在主流の平面半導体システムイメージ 開発を目指す三次元積層実装システムイメージ



研究開発内容について

※共同研究プロジェクトの中には補助金ではなく、自己資金で参加する企業も存在する。

三次元積層実装の各工程の要素技術を
中間工程として統合し、三次元積層LSIの
量産に必要な製造装置群を開発する。

・量産化のボトルネックとなっているプロセスの
改良及びプロセス装置の開発

・新規材料の組込技術の開発

量産装置・検査装置の開発/新規
材料による高機能化

①三次元積層実装プロセス技術開発

半導体を製造する前工程の
基盤強化

前工程産業の競争力を維持し、三
次元積層実装事業へ高性能半導
体回路を形成したウェハを提供する。

・イメージセンサーの高性能化に関す
るプロセス技術開発

③既存半導体技術の高度化

三次元積層実装
プロセス技術 次世代イメージセンサー

三次元積層実装
設計技術

三次元積層実装
設計資産

三次元積層実装
量産装置

三次元積層LS I 製造に必須な回
路設計技術・ツールの開発
立ち遅れている半導体回路設計技術を
開発し、設計技術および人材を育成する。

・未開拓である三次元積層半導体回路
設計技術を設計ツール及び設計資産と
ともに確立

・三次元積層LSIの機能を推測・評価す
るエミュレータを開発

②三次元積層実装設計技術開発



３ D連携コ ンソ ーシアム・ 研究開発プロ ジェ ク ト について
C
lo

se

オープン
情報交換会

半導体関連企業をはじめとした
県内外企業、関係団体、金融機関等

オープン
セミナー

コーディネート
活動

( 大学、財団）

クローズド情報交換

プロジェクト チーム組成

入
会

事務局: 熊本大学

事務局補佐: 熊本県

【役員】

会⾧ : 熊本大学

副会⾧ : 熊本県

運営委員: 熊本大学、企業

産技センター、熊本県 他

■コンソーシアムの活動

1. 三次元積層LS Iに関するセミナーや勉強会

2. 企業/大学の交流の場の提供

3. 研究開発プロジェクトチーム組成

4. 研究開発プロジェクトからのニーズ展開によ
るプロジェクト参画

三次元積層実装技術 研究開発プロジェクト

技
術
ニ
ー
ズ
等
の
情
報
提
供

大学等 企業共同研究契約

■予定イベント

1. 定期セミナー（ 隔月開催予定）

2 . 不定期セミナー・情報交換会

3. 総会（ 年１ 回）

4 . 展示会出展等

■コンソーシアムの目的

1. 半導体関連企業等の三次元積層実装
産業への興味醸成

2. 研究開発プロジェクト組成に向けた技術
シーズの集約

3. 三次元積層実装産業における新規技術
提案

くまもと3 D連携コンソーシアム

くまもと3 D連携コンソーシアムについて
O

p
e
n

く ま も と ３ Ｄ 連携コ ン ソ ーシアム は、 三次元積層実装産業の実現を 目指す半導体関連企業や研究機関から なる 組織です。
勉強会や情報交換会を 通じ 、 研究開発プロ ジェ ク ト 提案、 研究開発チーム の組成、 研究ス テージの進展に伴う プロ ジェ
ク ト への参画等によ り 、 三次元積層実装に関する 技術開発・ プロ ト タ イ プ開発・ 量産機開発を 行いま す。

情報
管理

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
へ
の
参
画

※コンソーシアムは、研究機能
や資金管理機能などは有
しません。情報共有が主な
機能となります。



三次元積層実装技術の確立に向けた県の支援について

 三次元積層実装技術を確立するためには、大手企業のみならず地域の様々な企業の参画が必要となります。熊本県では、
地域企業に精通するくまもと産業支援財団、半導体産学官連携コーディネータ等を通じて呼びかけを行い、熊本大学と地域企
業等が連携した共同研究プロジェクトを組成し、事業化に繋げるため、補助制度を設けています。

産業ニーズ
ヒアリング

くまもと３ D連携コンソーシアム
★運営事務局: 熊大・県（ 県運営事務の一部をくまもと産業支援財団に委託）

共
同
研
究

（
１
～
３
年
程
度
）

情
報
共
有
・

マ
ッ
チ
ン
グ

県外企業
研究シーズ

熊大

地域企業県内
教育機関 技術シーズ

産業ニーズ

助言

共同研究プロジェクト
パターン②

共同研究プロジェクト
パターン③

熊大 県内A社 県内B社

県外C社 大学・高専等

熊大

共同研究プロジェクト
パターン①

産技セ

コーディネーターによる
研究シーズと技術シーズのマッチング

プロジェクト の設立・開発に向けた勉強会

事業計画作成、
交付要望、プロジェクト認定申請

大学（ 研究者） と企業の対話によるプロジェクト 設立

県の認定を受けた後、共同研究開始

プロトタイプ (期間: ４ 年目以降順次を想定)
※Go-Tech、県補助金制度、NEDO等で資金調達または自己資金

＜補助金の概要＞
【共同研究要件】
県内教育機関・県内企業が参加していること
【共同研究費補助率・補助上限額】
熊本大学・県内教育機関: 10/10
企業※: 2/3（ 補助上限は１ 社当たり2,000万

円/年、3年総額5,000万円）
※県内企業または県外企業のうち県内事業所等

が行うもの
【補助期間】最大３ 年間
【認定時期】年２ 回（ ８ 月頃、２ 月頃）

コーディネーター
アドバイザー
（ 熊大）

コーディ
ネーター

（ 財団）

熊本県産業支援課

事業化

県内Ｄ 社熊大

ユーザー企業
（ 九州内外含）

（ 熊本県地方大学・ 地域産業創生共同研究プロ ジェ ク ト 補助金）



大学改革・人材育成部会
第３ 回 大学改革・ 人材育成部会 （ ２ ０ ２ ４ 年６ 月１ ８ 日（ 火） 開催）

資料１ －２



•

•

•

•

（ 中島卓越教授、中村（ 有） 特任教授）

（ 鈴木特任教授、慶児特任教授）



•
•

（ ） 内は女子学生



•

編入生大幅拡大、 高専・ 県立技術短大と の連携教育

情報融合学環
R6.4

DS 半導体コース
（ 予定定員20名）

DS 総合コース
（ 予定定員40名）

工学部

機械数理工学科

情報電気工学科

材料・応用化学科

半
導
体
デ
バ
イ
ス
工
学
課
程

R6.4

工
学
部
内
定
員
２
０
名
割
当

3年次 編入学定員
20名増（ 内半導体教育課程）

連携教育
プログラム

大学院自然科学教育部

進学 進学

熊本高専
＋九州・ 四国高専

特区活用
（ 若干名）

熊本県技大 高専 高専専攻科



•

•



•

 

 

 

 

 

 
 

 



くまもと３ Ｄ 連携コンソーシアム活動状況 資料１ －３



会員企業・機関（ １ ２ ０ 社・機関） 五十音順 令和６ 年７ 月現在
No. 会員 No. 会員 No. 会員

1 アイ ティ ーアイ 株式会社 41 櫻井精技株式会社 81 株式会社西村ケミ テッ ク

2 アオハ株式会社 42 株式会社Ｓ ＵＭＣ Ｏ 82 日精電子株式会社

3 有限会社旭野 43 国立研究開発法人産業技術総合研究所九州センタ ー 83 日総工産株式会社

4 株式会社アス カイ ンデッ ク ス 44 株式会社サンテッ ク 84 日本エア・ リ キード 合同会社

5 アス カコ ーポレ ーショ ン株式会社 45 株式会社サンワ ハイ テッ ク 85 日本電子材料株式会社

6 天草池田電機株式会社 46 ジーエム九州株式会社 86 独立行政法人日本貿易振興機構（ ジェ ト ロ ） 熊本貿易情報セン タ ー

7 株式会社アムコ ー・ テク ノ ロ ジー・ ジャ パン 47 シーマ電子株式会社 87 日本マーテッ ク 株式会社

8 株式会社アラ オ 48 株式会社ジーダッ ト 88 ネク サス 株式会社

9 アンシス ・ ジャ パン株式会社 49 株式会社Ｊ Ｃ Ｕ 89 株式会社野毛電気工業

10 株式会社池松機工 50 Japan Advanced Sem iconductor Manufacturing株式会社 90 株式会社野田市電子

11 稲畑産業株式会社 51 株式会社シス テッ ク 井上 91 株式会社バイ オマス レ ジン熊本

12 株式会社エヴォ ルト 52 株式会社シマヅテッ ク 92 株式会社Hundred Sem iconductors

13 株式会社SSテク ノ 53 SHINKA株式会社 93 株式会社肥後銀行

14 オオク マ電子株式会社 54 株式会社末松電子製作所 94 平井精密工業株式会社

15 株式会社オーケープラ ンニング 55 住友化学株式会社 95 フォ ームフ ァ ク タ ー株式会社

16 有限会社大矢野電器 56 株式会社ス リ ーダイ ン 96 株式会社藤興機

17 奥野製薬工業株式会社 57 ソ ニーセミ コ ンダク タ ソ リ ュ ーショ ンズ株式会社 97 富士フィ ルム株式会社

18 株式会社オジッ ク テク ノ ロ ジーズ 58 ソ ニーセミ コ ンダク タ マニュ フ ァ ク チャ リ ング株式会社 98 藤森工業株式会社

19 オフ ィ ス 三宅 59 大成プラ ス 株式会社 99 株式会社プリ バテッ ク

20 神田工業株式会社 60 太陽イ ンキ製造株式会社 100 株式会社プレ シード

21 キャ ノ ン株式会社 61 大陽日酸株式会社 101 本田技研工業株式会社

22 株式会社九州エフ・ シー・ シー 62 タ ツタ 電線株式会社 102 株式会社マイ ス ティ ア

23 九州電子株式会社 63 株式会社Ｔ Ｃ Ｋ 103 株式会社美加川製作所

24 公益財団法人九州経済調査協会 64 テク ノ デザイ ン株式会社 104 株式会社三井ハイ テッ ク

25 九州日誠電氣株式会社 65 株式会社テラ シス テム 105 三菱電機株式会社

26 株式会社京写 66 株式会社テラ プロ ーブ 106 一般社団法人ミ ニマルファ ブ推進機構

27 京セラ 株式会社 67 株式会社デンケン 107 宮本機器開発株式会社

28 株式会社協同イ ンタ ーナショ ナル 68 東京エレク ト ロ ン九州株式会社 108 宮本電機株式会社

29 株式会社熊防メ タ ル 69 東京応化工業株式会社 109 株式会社メ イ ソ ウ

30 株式会社熊本銀行 70 公益財団法人東京都中小企業振興公社多摩支社 110 メ イ ビス デザイ ン株式会社

31 一般社団法人熊本県情報サービス 産業協会 71 株式会社東設 111 横河ソ リ ュ ーショ ンサービス株式会社

32 熊本高等専門学校 72 東邦電子株式会社 112 横場工業株式会社

33 熊本市(企業立地推進課) 73 東レ株式会社 113 吉野電子工業株式会社

34 熊本防錆工業株式会社 74 東レエンジニアリ ング株式会社 114 米善機工株式会社

35 株式会社ケイ ・ エフ・ ケイ 小川 75 株式会社ト キワ 115 理化電子株式会社

36 興研株式会社 76 Ｔ ＯＰ Ｐ Ａ Ｎ 株式会社 116 ルネサス エレ ク ト ロ ニク ス 株式会社

37 株式会社神戸製鋼所 77 内外テッ ク 株式会社 117 株式会社ロ ジッ ク リ サーチ

38 有限会社小森プラ ス チッ ク 工業 78 有限会社永田製作所 118 （ 非公開）

39 サイ バネッ ト シス テム株式会社 79 株式会社ナレ ッ ジク リ エーショ ンテク ノ ロ ジー 119 （ 非公開）

40 有限会社坂本石灰工業所 80 西日本⾧ 瀬株式会社 120 （ 非公開）




